イギリスにおける財政権委譲に関する一考察　―スコットランドを中心として― by 今井 良幸
はじめに
イギリスは､ わが国と同じ単一国家の国だと考えられてきたところであ
るが､ 1998 年以降のスコットランド､ ウェールズ､ および北アイルラン
ドへの権限委譲 (devolution) により､ その形を大きく変えることとなっ





(Scottish Parliament) は税の変更権 (tax-varying power) について､
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北アイルランドにはこのような権限すら与えられていなかった｡ しかし､
スコットランドに関しては､ 詳しくは後で述べるとおり､ 2007 年にスコッ
トランド国民党 (Scottish National Party) がスコットランド議会で第
一党となって以降､ 2012 年スコットランド法 (Scotland Act 2012) の施
行､ 2014 年の独立をめぐるレファレンダムの実施､ 2016 年スコットラン
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第 1章 権限委譲下における財政制度
―独立レファレンダム実施前までの状況―




有権限』 モデル ("retained powers" model) に基づいて 『包括的に (gen
erously)』 に付与｣5 された｡ 具体的には､ 国民医療サービス (NHS) を
含む医療､ 大学を含む教育・職業訓練､ 一定の農業・森林・漁業､ 警察・
消防､ 環境､ 観光などに関する権限が与えられ､ 地域内の地方自治制度に
ついての責任も負うこととなった6｡ そして､ これら委譲された事項 (de-








設立にあたっての政府文書 (｢Scotland's Parliament｣) で取り上げられ


















では､ 歳入に関する内容を中心に考察していく関係上､ ①､ ②､ ④､ ⑤の
概要を見ておくこととする｡ ①､ ②に関しては､ ｢1970 年代後半から継続
して適用されてきた､ スコットランドの公的歳出プログラムのほとんどに








次に､ ④に関しては､ レファレンダムでの投票結果を条件として､ スコッ
トランド議会に税率の変更権を与えることが提案されており11､ レファレ
ンダムで賛成が多数を得たことから､ 3％を限度として所得税率の変更権
を持つこととなった｡ なぜ所得税なのか､ という点については､ ｢所得税
327 ( 4 )
は比較的簡素で理解しやすく､ 他の主要な課税基準との関連で問題となる
ことが何らない｣12 ことがその理由であるとされる｡ これにより､ 3％の
上乗せをした場合､ 同書の発行時点の試算で最大 4 億 5,000 万ポンドの増
収になると試算されている13｡ 時点は異なるが､ スコットランド政府の
2017/18 年度の歳出総額が約 406 億ポンドであり14､ その額から考えると
それほど大きいものではないが､ それさえも前述のとおり行使されること





また､ 借り入れについては､ ⑤のとおり､ 権限委譲の当初は中央政府の
責任であるとされていた｡ 例外的に､ 1998 年スコットランド法では､ 66
条､ および 67 条で 5 億ポンドまで一時的な現金の不足､ またはスコット
ランド整理公債基金 (Scottish Consolidated Fund) へ現金残高を提供す




第 2節 2012 年スコットランド法 (Scotland Act 2012) の概要












じた｡ 2007 年 5 月のスコットランド議会の選挙においてスコットランド
国民党 (Scottish National Party) が第一党の地位を得たのである｡ ス
コットランド国民党は､ スコットランドのイギリスからの独立を主張して
おり､ これを機に具体的にその実現に向けて動き出すことになった18｡ こ
れに対して､ スコットランド議会での多数派 (労働党､ 保守党､ 自由民主
党) は異なったアプローチ､ 具体的には､ 特に財政的な説明責任に焦点を
当て､ 委譲された権限の見直しを提案したところである19｡ そして､ その
検討を行うために 2008 年 3 月にカルマン委員会 (Calman Commission)
を設置し､ その後､ 2009 年 6 月に最終報告書 (｢Serving Scotland Better:
Scotland and the United Kingdom in the 21st Century｣)20 が出された｡






・包括補助金の減額に応じて､ 印紙土地税 (Stamp Duty Land Tax)､
砂利税 (Aggregates Levy)､ 埋立税 (Landfill Tax)､ 航空旅客税





























れるに至った財政的な事項の概要は､ 以下のとおりである｡ まず第 1 にス
コットランド議会が所得税について 10 ポンドにつき 10 ペンスの引き上げ､
または引き下げの変更権を持つこと､ およびスコットランド政府に対して
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の毎年の税率の公表義務付け､ 第 2 に印紙土地税の委譲､ 第 3 に埋立税の
委譲､ 第 4 にスコットランド政府が中央政府から 27 億ポンドまで借り入
れることを認めること25､ である｡ これにより､ 所得税は中央政府とスコッ
トランド政府との共有税 (shared tax) と位置付けられることになった
が､ 2013/14 年度で所得税の約 42 億 6,000 万ポンド26､ 埋立税の約 1 億
1,000 万ポンド､ および印紙土地税に代わってスコットランドで賦課され
ることになった土地建物取引税 (Land and Buildings Transactions Tax)
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こととなった30｡
このように､ 2012 年スコットランド法により､ 税源の委譲と借入権限
が強化されることになり､ 1998 年スコットランド法で不十分であった財
政面での権限の強化が図られることになったが､ 一方で批判も存在したと





な手段を含んでいないこと31､ などである｡ このように 2012 年スコットラ
ンド法により､ 相当程度､ 財政権の委譲は進んだところであるが､ 未だ不
十分なものであるとも捉えられており､ 更なる権限委譲が求め続けられる
ことになったのである｡
第 2章 2016 年スコットランド法 (Scotland Act 2016) の
制定背景とその概要
第 1節 独立レファレンダムの否決とスミス委員会 (Smith Commission)
報告
前章で検討した 2012 年スコットランド法の施行により､ 一定の範囲で
の財政権の拡大が実現したところである｡ しかし､ 前述のとおり､ 未だ不
十分なものであるとも考えられており､ 更なる権限の拡大が求められたが､
その前後にスコットランドを取り巻く状況に更なる大きな変化が訪れるこ
とになる｡ 2011 年のスコットランド議会選挙において､ スコットランド
国民党が 129 議席のうち 69 議席を獲得し､ 過半数を占めることとなり､
これを契機として､ スコットランド独立に向けた動向が現実化することに
なったのである｡ 独立に向けた具体的な工程に関しては､ 中央政府とスコッ
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トランド政府との間で結ばれた 2012 年 10 月 15 日のエディンバラ合意
(Edinburgh Agreement) により政治的な取決めが行われ､ 2014 年 9 月
18 日に独立の賛否を問うレファレンダムが実施されたところである32｡ そ
の結果は､ 反対が多数を占めることとなったが､ その過程で賛成が多数を
占めることを恐れた国政における 3 大政党の党首 (当時) である､ デイビッ
ド・キャメロン (保守党)､ エド・ミリバンド (労働党)､ ニック・クレッ





スミス委員会の最終報告 (｢Report of the Smith Commission for fur-
ther devolution of powers to the Scottish Parliament｣) には大きな柱
が 3 つある｡ まず第 1 にスコットランドの統治のために永続性があり､ 一
方では応答性のあるスコットランド政府のための憲法的な合意を提供する
こと､ 第 2 に特に福祉分野において解決すべき課題に取り組むためのより
大きな権限を与えること､ 第 3 にスコットランド議会の財政的な責任を強
化することである34｡ ここでは､ 本稿の主題に関連する第 3 の財政的な責
任の強化について更にその内容を見ていくこととする｡
最終報告でのこの点に関する内容は大きく 2 つに分かれる｡ まず第 1 に




まとし､ 両者が管理を共有する｡ また､ 所得税を含むイギリス全体の
予算は､ 選挙区を代表するウエストミンスター議会議員が引き続き決
定すること35
321 ( 10 )
・一方で､ この枠組みの中で､ スコットランド議会は､ スコットランド
の納税者の非貯蓄所得 (non-savings income)､ 非配当所得 (non-
dividend income) に対する所得税率､ および階層を設定する権限を
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であるが､ その点については次節で考察することとする｡
第 2節 2016 年スコットランド法の概要




2016 年スコットランド法が最初に適用されることとなった 2017/18 年度
では､ ほとんどの税率と階層はイギリスの他の地域のレベルと同じに設定
された｡ 唯一の違いは､ 高等税率 (Higher Rate) の課税所得の額の下限
をスコットランド以外は 45,000 ポンドとされていたのを若干低く
2016/17 年度と同じ 43,000 ポンドに設定したことのみであった44 ｡
2018/19 年度からは､ イギリスの他の地域とは異なる税率と階層が採用さ
れており､ 具体的な税率と階層は表 1 のとおりとなっている｡
一方で､ スコットランドを除く地域で適用される税率および階層は表 2
のとおりとなっている｡
表 1 と表 2 を比較すると､ 非課税､ および最高税率が適用される課税所
得に違いはない｡ 一方で､ 若干ずれはあるが､ 特にスコットランドを除く
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表 1 スコットランドでの税率および階層
課税所得 (ポンド) 階 層 区 分 税率 (％)
11,850 まで 所得税控除 (Personal Allowance) 0
11,851-13,850 開始税率 (Starter Rate) 19
13,851-24,000 基本税率 (Basic Rate) 20
24,001-43,430 中間税率 (Intermediate Rate) 21
43,431-150,000 高等税率 (Higher Rate) 41
150,000 超 最高税率 (Top Rate) 46






慮して､ 次の 4 つの基準について検証することとされた45｡ その 4 つとは､
①中央政府の支出削減を緩和し､ 公共サービスの水準を維持し促進させる
こと (支出分析)､ ②税制度をより累進的なものとすること (累進性分析)､
③より所得の低い納税者を保護すること (より所得の低い納税者の保護分










ことから､ 社会保障 (social protection) がスコットランドの公的支出の
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表 2 スコットランドを除く地域での税率及び階層
課税所得 (ポンド) 階 層 区 分 税率 (％)
11,850 まで 所得税控除 (Personal Allowance) 0
11,851-46,350 基本税率 (Basic Rate) 20
46,351-150,000 高等税率 (Higher Rate) 20
150,000 超 最高税率 (Top Rate) 46
出典：イギリス政府ホームページ (GOV.UK) https://www.gov.uk/income-tax-rates より作成
もっとも大きな項目となっており､ イギリスの他の地域よりも､ より高い





より､ 税制の面でも､ より高い平等性､ 弱者保護を目指した政策を行うこ
とが可能になったのである｡
次に所得税以外の委譲された税目について考察する｡ 2016 年スコット
ランド法の施行により､ 新たに砂利税､ 航空旅客税が委譲され､ 付加価値
税については､ 標準税率の最初の 10％ (軽減税率が適用されるものにつ
いては､ 2.5％) の税収が割り当てられることになった｡ このことによっ
て､ 2018/19 年度では､ 予算全体のうち､ 約 30％がスコットランドにお
ける所得税の税収で､ 約 7％がスコットランド議会により設定された埋立

















ドイツ､ フランス､ カナダ､ オーストラリア､ スウェーデンなどにも存在
し､ 地域社会の成り立ちと発展の歴史､ いわゆる ｢ナショナル・ミニマム｣
としてのサービス水準に関する国民の合意､ 環境保全の視点などを総合的















である｡ というのも､ 委譲された政府レベルにおいて､ 査定された必要性
に関連した支出の水準ではなく､ 中央政府省庁の予算額の変化に基づいた
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算式が使用されているためであり､ ｢このような国はイギリス以外には存




である｣54 とされる｡ つまり､ 必要性に応じた算定がなされているという









(Revenue Support Grant) が配分されているところである56｡ この補助
金は､ わが国の地方交付税と同様に､ 需要基準額 (Relative Needs






そのような違いから､ イギリスにおけるバーネット方式の目的は､ 第 1
に当時のスコットランド省 (Scottish Office) を満足させるための､ もと
もとのより高い予算水準の維持､ 一方で第 2 に長期的にはスコットランド
の利点を減らすための要求を満足させることであるとされるが57､ この 2
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つの要請は相矛盾するように思われる｡
より高い水準を維持するという点については､ 権限委譲前の 1992/93
年度のイギリス全体を 100 とした場合のスコットランドの 1 人あたり全識
別可能な歳出額 (Total Identifiable Expenditure) は 11858､ 権限委譲後
の 1999/00 年度でも 11859､ 2010/11 年度で少し下がって 11460､ 現時点
(2018 年 12 月現在) で把握できる最新の 2016/17 年度では 11661であり､
若干の変動はあるものの高いレベルを維持しており､ 第 1 の点を満たすも
のである｡ 他方､ 第 2 の点については､ バーネット収縮 (Barnett
Squeeze) の効果によって､ 長期的にはスコットランドの 1 人当たりの全
識別可能な支出額はイングランドの 1 人当たりの水準に近づいていくこと





方式が提案された 1978 年当時の財務首席政務次官 (Chief Secretary to
the Treasury) であったジョエル・バーネット氏の名前にちなんだもの





例えば､ この算式によれば､ スコットランドとの比較可能割合が 99.4
％である保健に関する保健省の支出が 100 万ポンド増加した場合､ 100 万
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ポンド×99.4％×9.85＝9.7909 約 9.8 万ポンドが追加的にスコットラン
ドに交付されることになり､ 一方で､ 100 万ポンド減少した場合､ 約 9.8
万ポンド減少することになる｡ 比較可能割合､ 人口割合はスコットランド
と異なるものの､ ウェールズや北アイルランドについてもこの算式に基づ




算定の基礎となる既存の補助金額 (baseline) は､ 省庁ごとの部門予算
(departmental budgets) の範囲内で決定されるが､ 具体的な算定におい
て､ この額は 1970 年代後半の補助金額に対して毎年の増減が行われるこ
とにより算定されている｡ つまり､ バーネット方式によって算定された額
は､ 既存の補助金額に増減され､ 次年度以降の算定の基礎になる｡ このた
























が､ スコットランドも同様のことが当てはまる｡ 例えば､ 架空の事例とし
て､ 表 3 のように､ もともとの包括補助金額が 140 憶ポンドで､ 1 人当た
りの公的支出の指数がイングランドに対して 115 であったと仮定する｡ こ
の場合に､ 中央政府が委譲された分野である教育に関して､ 200 憶ポンド
の支出を増やす場合､ バーネット方式の算式に当てはめるとウェールズの
補助金は約 11 億 3 千万ポンド増加する (200 億ポンド×100％ (比較可能
割合)×5.69％ (人口比))｡ 人口に変化がないとすれば､ イングランド､
ウェールズともに 1 人あたりの支出額は 368 ポンド増加するが､ もともと
ウェールズの 1 人当たりの支出額の水準が高いため､ イングランドでは 9
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当初の支出水準 214 3,937 14 4,528 115
支出の増加 20 368 1 368
新たな支出水準 234 4,305 15 4,896 114
出典：Wales Governance Centre, Barnett Squeezed? Options for a Funding
Floor after Tax Devolution (Institute for Fiscal Studies, 2016), p. 11.
％の増加に対して､ 8％の増加となる｡ その結果､ ウェールズのイングラ
ンドに対する 1 人当たりの指数は､ 115 から 114 に低下する｡






1 人あたりの比較可能な支出 (comparable spending) がイングランドと
の比較で 100 に収束するには相当の時間を要することになる69｡ このよう
な理由から､ 数字だけ見れば現実には必ずしも上手く機能していないとい
うことが言える｡








して､ 税と支出 (あるいは有権者に対する財政的な説明責任) との本質的
な関連性の欠如が､ しばしば権限委譲の根本的な弱さとして挙げられると









スコットランドなどへの権限委譲の重要な原則の 1 つとして､ 説明責任
(accountability) が挙げられる74｡ この説明責任に関しては､ スコットラ
ンド政府のスコットランド議会への説明責任と共に､ 議会と政府はスコッ
トランドの人々に対しても説明責任を果たすべきであるとされている75｡
また､ このことは､ 権限委譲全般に関しても ｢北アイルランド､ スコット
ランド､ およびウェールズにおける権限委譲の過程は､ 権限委譲された組
織の作用を強調する重要な原則の 1 つとして説明責任を採用した｣76 とも
言われるところであり､ 財政面でも当然求められる｡














てはあり得る｡ しかし､ 1998 年スコットランド法では､ 前述のとおり､
増税の余地はほとんどなく､ また原則､ 借り入れを行うことは認められて
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おらず､ 歳入の大部分は包括補助金に頼る状況であった｡ そのため､ 委譲















より発行された文書 (｢Fiscal Autonomy in Scotland －The case for
change and options for reform－｣) によって既に示されている｡ 具体的
には､ ｢現在の枠組み (Current framework)｣､ および 2014 年にレファ
レンダムで否決された ｢独立 (Independence)｣ を含めて､ それ以外に
｢割り当てられた歳入 (Assigned revenues)｣､ ｢強化された権限委譲
(Enhanced devolution)｣､ ｢権限委譲の最大化 (Devolution max)｣ であ
る79｡
これらの概要をまとめたものが表 4 である｡
これらのうち､ ｢現在の枠組み｣ については次節､ ｢独立｣ を除くそれ以
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独立 全面的な公的財政 完全な自律性 完全な自律性
出典：The Scottish Government, Fiscal Autonomy in Scotland－The case for
change and options for reform－ (2009), para. 4.30.












ていることを指摘するものもあり､ その理由として 3 つのことが挙げられ
ている｡ 第 1 に必要性の概念について共通の定義や統一見解が存在しない
こと､ 第 2 に情報の質､ およびその意味に問題が存在すること､ 第 3 に必
要性に基づく査定からの結論は､ 事実だけではなく､ 世間の反応のような
要素を考慮した政治的決定が必要とされることである83｡
ここでは､ 第 1 と第 2 の点について補足しておく｡ 第 1 の点については､
まず､ ｢私たちは､ 『必要性』 を完全なものとして理解することはできない
という問題がある｡ というのも､ 必要性の解釈は人によって､ 場所によっ
て､ 時間の経過とともに異なるものである｣84 との指摘があり､ 一義的に
必要性を定義することは非常に難しい｡ 例えば､ ｢よりまばらに人口が分
布している場合､ 同じサービスの提供はより高価になる｡ また､ より大き
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算式の簡易さは失われることになり､ 複雑な算式が必要となる｡ また､ 算
式が複雑になれば政治的な判断の余地が拡大するという問題が生じること
も予想される｡












2014 年に否決された ｢独立｣ 以外の ｢割り当てられた歳入｣､ ｢強化され
た権限委譲｣､ ｢権限委譲の最大化｣ の方策について考察することとする｡













次に､ ｢強化された権限委譲｣ では､ スコットランド議会とスコットラ
ンド政府には､ 中央政府からの小規模な財政調整による補助金と限られた
借入権限とともに､ より大きな歳入に関する責任が与えられると考えられ
ている｡ この実現のためには､ 2 つの選択肢があり得るとされる｡ 1 つが
税の権限委譲 (tax devolution) と､ もう 1 つが租税分与 (tax sharing)
である｡ 税の権限委譲の下でスコットランド議会は､ 特定の税目の税率､
および課税基準を変更する権限が与えられ､ 残りの税目はウエストミンス
ター議会が支配権を保持することになるとされる｡ そして､ 例えば､ 様々
な事業税､ 環境税､ 個人税を組み合わせて､ イギリスの他の地域からは独
立して設定､ 徴収､ 管理することが考えられ得る｡ これにより､ スコット
ランド議会に対して完全ではないが､ いくらかの財政的責任が移されるこ
とになる90｡







しかし､ 税の権限委譲については､ 2012 年､ 2016 年スコットランド法





度設計自体は中央政府､ ウエストミンスター議会が持ち､ 徴収､ および管
理も歳入税関庁が行うことから､ あくまで割り当てられた範囲内での自律
性に留まる｡
そこで登場するのが､ ｢権限委譲の最大化｣ である｡ この方策では､ スッ
トランド議会､ および政府はスコットランドにおける全て (または大部分)
の歳入を調達し､ 徴収し､ 管理する責任､ および大部分の支出に対する責
任が与えられることになる92｡ より具体的には､ ｢権限委譲の最大化｣ は､
本質的には､ 国防､ 外交､ 通貨､ および重要な経済的政策を除く全ての権
限委譲を意味するものであるとされる93､ そして､ スコットランドで全て
の歳入を徴収する一方で､ イギリス全体に共通の公共財や公的サービス､
すなわち､ 共有サービス (shared service) を賄うためにエディンバラか
















よび ｢独立｣ を含め､ 今後のスコットランドの財政制度にふさわしいもの
であるかについて､ 3 つの基準から考察がなされている｡ 第 1 に効率性を
高めるものであるか､ 第 2 により高い説明責任と透明性を保障するもので
あるか､ 第 3 に持続可能性を持つものであるか､ という視点である96｡




ら､ 第 2 の高い説明責任と透明性に関しては､ これらは政治制度における
人々の支持と信頼を確実にし､ 最善の業務､ より良い運営､ および政策措




これらの視点からの考察の結果､ 最終的には､ ｢独立｣ が最も望ましい
方策として結論付けられているところであるが､ ｢権限委譲の最大化｣ に
関しても一定の評価がなされている｡ その理由としては､ 第 1 にスコット
ランド政府に対して持続可能な経済的成長を増進させるための最大限の政
策の自由裁量を与えること､ 第 2 にこの方策では､ いくらかの行政的なコ
ストの増加とスコットランド独自の歳入源 ('own-source 'revenue) への
依存を伴うことになるが､ この方策の下で政策の柔軟性を高めることもで
きるという事実は､ スコットランド政府が適切な予算編成を行うことを可
能にすること､ 第 3 に説明責任と効率性はこの方策の下で高まることにな
り､ また拡大した委譲された予算は､ スコットランド政府の公共支出､ お





第 1節 財政権委譲のデメリット､ 問題点
ここまで､ 特にスコットランドにおける財政権の拡大の経緯とその概要
について考察を行ってきた｡ また､ その改革の方向性についても触れたと
ころであるが､ 現実に 2012 年､ 2016 年スコットランド法で表 4 に掲げる
5 つの方策のうち､ ｢強化された権限委譲｣ に揚げられた税の権限委譲や
租税分与が一定程度､ 実現することとなり､ 財政権の委譲が確実に進展し








反対する立場の理由としては次のようなものがある｡ まず第 1 にスコッ
トランドにおけるより高い支出の遺産はより高い税､ および人や企業の移
転の動機となること､ 第 2 にスコットランドにおけるより高い福祉的権利
はより多くの福祉的移民とより高いレベルでの依存を助長することになる
こと､ 第 3 に高められた財政的な自律性は､ スコットランドとイギリス全
体との緊張関係を作り出すことになること100､ が挙げられる｡
また､ スコットランドの問題に限定しない､ より広い視点からの指摘と
イギリスにおける財政権委譲に関する一考察 (今井) 302( 29 )
しては､ 第 1 にもし､ 異なった税や支出戦略を実行するならば､ 歓迎され
ない副作用が自治体ごとに次から次に生じる可能性があること､ 第 2 に公
共財提供のための規模の経済があるかもしれず､ 委譲された環境において
は公共財の生産は非効率的になりかねないこと､ 第 3 に資源を蓄積するこ
とにより､ 困難な経済的状況にある地域への援助をより容易に行うことが
できること101､ などを挙げるものもある｡
以下では､ 上記の指摘のうち､ 本稿の関心と関連のある 2 つの点につい
て､ 検討を加えることとする｡ まず第 1 にスコットランドとイギリスの他


























(Spending Review) と同時に更新され､ 出版される財政方針の声明
(Statement of Funding Policy) の中で定められたものである102｡ また､













2015/16 年度以降､ 委譲された税源に応じて減額されることになった｡ こ
の仕組み自体は､ 税源が委譲された分､ 減額されるというのは当然あり得
る方策であろう｡ 差し当たりの減額については､ ｢包括補助金調整 (Block
Grant Adjustment)｣105 により調整されるが､ 減額の算式や規模につい
ては､ お互いの利害が必ずしも一致するわけではない｡ それぞれが自らの
意見を主張することになれば､ 緊張関係､ あるいは対立関係に置かれるこ
イギリスにおける財政権委譲に関する一考察 (今井) 300( 31 )






第 2節 財政権委譲とウエスト・ロジアン問題 (West Lothian Question)
前節では､ 財政権委譲に反対する立場からの考察を行ったところである











一方で､ 財政面では､ 権限委譲当初から 2012 年スコットランド法が施
行されるまで､ 委譲された議会､ 政府の持つ権限にほとんど差はなく､ 不
均一さについて大きな問題であると捉えられてはいなかった｡ しかし､ ス
コットランドに対しては､ 2012 年スコットランド法に続き､ 2016 年スコッ
トランド法により､ また､ ウェールズに対しては 2014 年ウェールズ法
(Wales Act 2014) の施行により107､ 財政権の委譲が進められた結果､ イ
ングランドとの関係だけでなく､ 委譲された地域間でも不均一さが生じる




すべく､ EVEL (English Votes for English Laws) が導入され､ イング
ランドにのみ (またはイングランド､ およびウェールズ) に適用される法
案は､ それ以外の法案とは異なる手続きによって審議されることとされ
た108｡
このように､ 法案に関しては一定程度､ 解決の方策が示されたが､ 財政
面に関しても､ 法案におけるウエスト・ロジアン問題と同様の問題が起こ

































まず第 1 にイングランド議会 (English Parliament) を創設すること､
第 2 に EVEL を保障すること､ 第 3 にイングランドの地域ごとに地域議




られることから､ 現実的な選択肢とはなり得ていない114｡ また､ 第 3 の方
策は一時期､ 導入に向けて議論の高まりがみられたが115､ 近年､ ほとんど
議論が行われていないところとなっている｡
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て 250､ あるいはそれを超えることもあり､ 税制度の非常に詳細な管理に
関する事項とともに､ 税の水準､ および税の類型の変更に関する内容を併
わせ持ち､ そのことが非常に複雑なものとしている116､ とされる｡ このよ
うな法案の特徴､ およびこれまでの検討内容を考慮するならば､ イングラ
ンドのみに関わる内容を切り分けることは難しいと思われる｡

















して機能しているところである｡ しかし､ この状況は ｢連邦制のモデルの
下では､ 一方で､ 全ての領域に対して独立した権限の範囲を定めることが
必要｣118 となることから､ 連邦制により､ 解決の可能性が見い出され得る
ということである｡
イギリスにおける財政権委譲に関する一考察 (今井) 296( 35 )
また､ 実際に ｢ほとんどの連邦体では憲法において (あるいはベルギー
の場合のように特別立法において) 2 つの階層の政府の歳入調達権限が明
細に記される｣119 とされる｡ 連邦制の一般的な事例に従うとすれば､ 立法
権限だけでなく､ 財政権限についても連邦憲法が制定されることによりそ








も存在し､ 前述したとおり､ イギリスも権限委譲により､ 準連邦国家に移
行したとする見解もある｡ しかし､ イギリスの権限委譲は､ 連邦制とは異
なるものであると考えられている｡ その理由の最も重要な点として､ 第 1
にウエストミンスター議会と委譲された立法府との双方を拘束する至上の
成文憲法が存在しないこと､ 第 2 に構成上の不均一さは多くの連邦制の特
徴であるものの､ イギリスの権限委譲では､ 非常に深い基本的な意味で不




例えば､ 第 1 の点では､ イギリスの統治制度はその中身や範囲が時々に
不明確なものである習律に依存しているが､ 習律を特定し､ 成文憲法に含
めるべきかどうかを決定するのは､ 難しい問題である121｡ さらに根本的に
は､ 誰が成文憲法を起草し､ 承認し､ また改正する権威を持つのか122､ と
いう問題が存在するなど､ 現実的には難しいと言わざるを得ない｡ また､
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第 2 の点については､ 各委譲法は､ 委譲された 3 つの地域それぞれに特有
の性質､ および政治的状況に特化していること123､ そして､ イングランド




理由となる｡ さらには､ スコットランド､ ウェールズ､ 北アイルランドそ
れぞれに固有の歴史や文化､ および制度を有していることも事態を複雑な
ものにしている｡ 第 3 の点については､ 上院にあたる貴族院に関して
1999 年に貴族院法 (House of Lords Act 1999) が施行され､ 世襲貴族の
大部分が身分を失うことになり､ それに代わり､ 一代貴族が占めることと
なった｡ また､ その後も改革の議論は進められ､ 公選制度も議論には上る



















しかし､ 2012 年､ 2016 年スコットランド法､ および 2014 年ウェールズ
法の制定により､ スコットランド､ ウェールズへの税源の委譲が進められ
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今後､ 更なる財政権委譲が進むか否かはその時々の政治状況によるもの




掲載のウェブサイトは､ 2018 年 12 月 30 日時点でアクセス可能である
ことを確認している｡
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